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○本日のコンテンツ

1. 経済・ビジネスとデータ分析

2. 社会経済変数の予測

3. 予測から因果関係へ

4. 結語
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〇講演者の紹介

鹿野繁樹（Kano Shigeki）、大阪府立大学准教授

所属：大学院経済学研究科／同マネジメント学類経済データサ
イエンス課程

博士（社会経済）、筑波大学大学院社会工学研究科

専攻：ミクロ計量経済学、パネルデータ分析

 e-mail： < kano@eco.osakafu-u.ac.jp >
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近年の著書・研究論文

鹿野繁樹（2015）「新しい計量経済学：データで因果関係に迫る」、
日本評論社
 Kishi, T., & Kano, S. (2018). Labour market transitions in Australia 

and Japan: A panel data analysis. Australian Journal of Labour
Economics, 20(3), 175.
 Kano, S. (2019). Indirect Inference for Linear Panel Data Models 

with Predetermined Variables. Presented at the 2019 Autumn 
Meeting of Japanese Economic Association

4



１．経済・ビジネスとデータ分析
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〇データ分析の有用性

学術・実務を問わず、あらゆる分野に広まるデータ分析。

経済、経営、マーケティング、会計、ファイナンス。

教育、心理、社会学。

医療、公衆衛生、疫学。

犯罪捜査、司法。

歴史、音楽、美術、文学、スポーツ。
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計量経済学：経済学（と関連分野）のデータを扱う統計学。

データを観測。⇒経済主体（消費者や企業）の行動・戦略、市場
構造を知る。

データ＝経済主体が残した「足跡」。

 「足跡」をたどって、経済主体やマーケットの原理を突き止める。
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データ分析をおこなう主な目的は？

1. 現状・実態の把握。

2. 予測。

3. 因果関係の評価。
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 １．データによる現状・実態の把握

 「今、どういう状況なのか」⇒意思決定に使う。データ分析の最も
基本的な役割。

例：患者の健康診断データ⇒健康状態。

例：企業の財務データ⇒経営状態。

例：気象データ⇒地球温暖化の進行。
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経済学では？：計量経済学＝econometricsの和訳。

 Metrics＝計測・測定。

∴計量経済学のはじまり＝経済変数の計測。

経済変数＝国内総生産（GDP）や失業率、物価水準。

政府・経済学者の重要な役割。経済統計。
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 ２．データによる予測

 まだ起こらない・全体が見えない物事について、特定の条件のも
とで何が起こるか、見通しを立てる。

蓄積されたデータから、背後にあるパターン・法則性を発見。⇒
予測に使う。

機械学習の主な目的は、予測。
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経済学では：経済やファイナンス、マーケティングに関わる予測

例：過去の来客データから、時間帯ごとの来客数を予測。

例：膨大な信用データ（年齢、性別や過去の延滞）から、ローン申
請者の破産確率を求める。

例：株価収益率の時系列データから、ボラティリティ（分散）が拡
大する時期を予測する。
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 ３．データ分析による因果関係の評価

近年、さまざまな場面で重視される統計的エビデンス。

始まりは医療分野⇒医療以外の分野へ。

新しい医薬品や治療法の効果を評価。
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経済学では？：政府の政策や企業の経営・マーケティング戦略、社
会的なイベントの効果を評価。

例：公的職業訓練で、参加者の生産性（賃金）がいくら上がる？

例：洗剤の割引販売で、洗剤の売り上げがどれだけ上がる？

例：オリンピック開催で、開催都市の地価や雇用がどれだけ影響
を受ける？

例：小学校の少人数教育は、児童の学力を向上させる？
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〇経済学とデータ分析の現状

近年の経済学：経済理論＋データ分析⇒社会経済・ビジネスの問題
に対する「解」。

経済学者の学術的関心≒実務家・政策担当者の利益。

∴問題解決型、実践的な「テクノロジー」の側面が強くなる。

先進国（日本を除く）の経済学部では、計量経済学が必修科目。
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世界的なTech企業で、優れた経済学者（≠経済評論家）が顧問や重
役に。（2020年現在。）

ハル・ヴァリアン（Google／カリフォルニア大学バークレー校）

 スーザン・アティ（Microsoft／スタンフォード大学）

パトリック・バジャリ（Amazon／ワシントン大学）

 …いずれも経済学・計量経済学で画期的な研究業績。
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上記企業は、統計学や計算機科学だけでなく、経済学の
学位を持つ人材（学士～博士）を広く採用。
例：amazonの求人

https://www.amazon.jobs/jp/job_categories/economics
http://www.amazoneconomistjobs.com/
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〇経済・ビジネスにおけるビックデータ利用

 ビッグデータの利用可能性

 IT技術の進展⇒データの収集・保存・計算能力が爆発的に成長。

 コンピュータ・サイエンスや統計学、工学など、分野を超えた研究。

経済学：2010年頃より、ビッグデータの利用に関する本格的な研
究が始まる。
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 ビッグデータの特徴

データのサイズ（サンプル数、変数の次元）が大きい⇒通常のソ
フトウェアによる管理や計算が困難。

 リアルタイムで観測：ネット検索やSNS、オンライン取引など、イン
ターネット通信の副産物。

文字・数字だけでなく画像や映像も含む。

機械学習による予測。 “Forecast”から “Nowcast”へ。
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経済学におけるビッグデータの利用：2010年頃より、本格的な研究
が始まる。∴経済学の先端領域のひとつ。

計量経済学：従来は古典的統計学が中心。⇒機械学習・AI技術
の応用へ。

おすすめの文献（英語）：Varian（2014）、Athey（2017）、Athey and
Luca（2019）、Taddy（2019）。
おすすめの文献（日本語）：照井（2018）、スティーヴンズ=ダヴィド
ウィッツ（2018）、タディ（2020）。
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本日の目的：経済学・ビジネス分野におけるビッグデータの利用例を
紹介。

 ビッグデータによる、社会経済変数の予測

 ビッグデータによる、因果関係の評価
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２．社会経済変数を予測する
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○社会経済をビッグデータで予測する

多くの重要な経済変数は、個人をベースに計測される。

所得、資産、消費支出、就業状態、etc。
伝統的に社会調査や、政府の持つ管理データ（行政データ）によ
り計測。

例：総務省統計局の労働力調査⇒「2017年9月の失業率は2.5
パーセント」。
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社会調査データ・政府管理データの欠点。

調査実施に高額なコスト。

観測の頻度が少ない。年次、四半期、月次。

調査者の信頼性：大規模な調査を委託。⇒不正な手続きによる
調査の可能性。

回答者の信頼性：非協力、虚偽報告、適当に答える、など。
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メディアデータに着目：テレビ視聴、ネット・携帯電話通信、IoT、etc。
 スマートフォンの通信記録やネットの履歴⇒個人の移動、社会関
係、消費パターンを色濃く反映。

調査データ・管理データと異なり、リアルタイム・高頻度で観察さ
れる。

副産物としてのデータ。∴追加的なコストは少ない。

経済変数の、「早くて安い」予測が可能では？
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機械学習（回帰分析）による予測

 𝑌𝑌 =予測したい変数（所得）。⇒観測が高コスト・低頻度。

 𝑋𝑋 = 𝑋𝑋1,𝑋𝑋2, … ,𝑋𝑋𝐾𝐾 =予測の材料（通話記録や位置情報、購入
履歴、支払い履歴など）。⇒観測が低コスト・高頻度。

 𝑋𝑋と𝑌𝑌のデータから、予測の方程式・回帰式
�𝑌𝑌 = 𝑎𝑎 + 𝑏𝑏1𝑋𝑋1 + 𝑏𝑏2𝑋𝑋2 + ⋯+ 𝑏𝑏𝐾𝐾𝑋𝑋𝐾𝐾

の係数 𝑎𝑎, 𝑏𝑏1, 𝑏𝑏2, … , 𝑏𝑏𝐾𝐾 および必要な変数を学習（推定）。

いったん予測式ができれば、𝑋𝑋から𝑌𝑌を推定できる。∴無理に𝑌𝑌を
観測しなくてよい。

28



いくつかの実例

 Choi and Varian (2012)：Googleの検索データ（Google Trends）⇒さ
まざまな国の、景気や経済活動に関する時系列を予測。

 Blumenstock, Cadamuro, and On (2015)：携帯電話の通信データ
⇒ルワンダの地域別資産を予測。（のちに詳しく紹介。）

 Engstrom, Hersh, and Newhouse (2017)：衛星の高解像度画像⇒
スリランカの地域別貧困率を予測。
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〇ケーススタディ：通話記録で資産の予測

 Blumenstock, Cadamuro, and On (2015)より。

 𝑋𝑋 =携帯電話会社の保有する、膨大な通話記録：だれが、どれだ
け、いつ、だれに、どこで。

小規模な電話調査で、個人の資産を尋ねる。⇒資産𝑌𝑌と通話記
録𝑋𝑋を紐づけ。

個人の資産を予測する回帰式を作る。⇒資産𝑌𝑌を予測。
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表１：データの概要。

政府の実施した（Demographic and Health Survey、DHS）：資産状況
を回答者に直接尋ねる、伝統的な社会調査のアプローチ。

 DHSと比べ、携帯会社の調査は小規模。⇒ただし通話記録は膨
大。
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表1：データの要約
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図１：予測された資産（横軸）と実際の資産（縦軸）の関係。⇒予測値
で、実測値をよく補足している。

 この研究の特徴：通話記録の予測値と、伝統的な調査による実
測値を比較し、「答え合わせ」。

図２：通話記録で予測された資産（パネルA）と、調査データに基
づく資産（パネルB）の、地域的な分布。⇒非常に良く似た結果。
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図１：資産の予測値（横軸）と実測値（縦軸）
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図２：予測値（A）と調査（B）の比較
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３．予測から因果関係へ
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○プログラム評価：因果関係の推論

機械学習の目的：予測と分類

基本的に、観測されたデータ（学習データ）のパターンを利用。

パターン＝変数間・観測間の相関関係。

相関関係は、因果関係にあらず。∴機械学習だけでは、因果関
係の分析はできない。

統計的因果推論：データから、変数間の因果関係を検証。
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 プログラム評価：政府や私企業が行った介入（intervention）や、社会
的なイベントが、人々の行動やアウトカムに与える影響を評価。

例（再掲）：公的職業訓練で、参加者の生産性（賃金）がいくら上
がる？

例（再掲）：洗剤の割引販売で、洗剤の売り上げがどれだけ上が
る？

処置＝介入・イベントの発生。（医療分野の研究に由来。）

重要なパラメータ＝平均処置効果。
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 「洗剤の割引が売り上げに与える効果」を例に、プログラム評価の枠
組みを考える。

 Y1 =処置（割引）があった場合の売り上げ。

 Y0 =もしも処置（割引）がなかった場合の売り上げ。

 D =処置を受けた・受けないを示すダミー（受けたなら𝐷𝐷 = 1、そう
でなければ𝐷𝐷 = 0 ）。

現実には割引があったので、 𝐷𝐷 = 1。
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割引が売り上げに与える平均処置効果（average treatment effect、
ATE）は、

ATE = 処置ありの売り上げ平均 −仮に処置がない売り上げ平均
= E Y1|D = 1 − E Y0|D = 1

 E Y1|D = 1 は現実の売り上げ平均。⇒データから推定可能。

一方E Y0|D = 1 は、直接推定できない反事実（counter-
factural）。
∴単に売り上げのデータだけでは、ATEを計測できない！
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割引をおこなった
売り上げ𝑌𝑌1

割引がなかったと
きの売り上げ𝑌𝑌0

洗剤を割引！

現実

If …

観測できる事実

観測できない
反事実

処置効果
= 𝑌𝑌1 − 𝑌𝑌0



プログラム評価の課題：いかにして反事実E  Y0 D = 1 を埋めるか。
無作為化実験：あらかじめ処置あり（𝐷𝐷 = 1）・処置なし（𝐷𝐷 = 0）を、
ランダムに被験者に割り当て。⇒ 𝐷𝐷 = 0グループの平均
E Y0 D = 0 を、反事実E Y0 D = 1 とする。

両グループは、処置を除けば均一・比較可能。
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注意：実験データではない場合、 𝐷𝐷 = 1グループと𝐷𝐷 = 0グループの
性質が、均一でない可能性。

例：先月の売り上げが落ちている店舗で、率先して割引。⇒割引
の前に、両グループにすでに違いが発生。

処置効果か、元々の性質の違いによる差か、区別できない！

∴平均処置効果の推定＝「よい比較対象（反事実）」を用意する
こと。

参考文献：伊藤（2017）、スミス（2019）、安井（2020）。
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○ケース・スタディ：移民と失業率

 1979年から1981年ごろ、フロリダ州マイアミにキューバからの難民が
押し寄せる。

難民（＝安価な労働力）は、受け入れ地域の住民の職を奪い、失
業率が上がる可能性。

確かにこの時期、マイアミの失業率は1.3%上昇（8.3%⇒9.6%）。

ポイント：「難民が来なくとも」マイアミの失業率は上昇していた？
⇒難民受け入れ後の失業率と受け入れ前の失業率の差自体は、
あまり意味がない。
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 Card（1990）：マイアミと類似の社会経済属性・規模で、かつ1979年
から1981年にかけ何も大きな出来事の無かった都市に着目。

比較都市：アトランタ、ヒューストン、ロサンジェルス、タンパ。

 これら比較都市の失業率を、「仮に難民が押し寄せなかったマイ
アミの失業率」（=反事実）として使う。
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表２：比較都市（≒難民が来なかったマイアミ）では、失業率が2.3％
上昇。

∴難民受け入れが失業率に与える平均処置効果は1.3－2.3＝
－１％。

難民により、むしろマイアミの失業率が低下。

差分の差分法（Difference in differences、DID）。政策・イベントの
効果を評価するための、基本的な手法。
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表２：マイアミと比較都市の失業率変化
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A：1979 B：1981 B-A C-D

マイアミ 8.3 9.6 Ｃ：マイアミ分差 1.3

比較都市 10.3 12.6 Ｄ：比較都市差分 2.3 -1



○ビッグデータとDID

 Blake, Nosko, and Tadelis（2015）：古典的な手法を、ビッグデータに適
用。

 eBay（ネット・オークション会社）で、 paid search ad（検索広告）が
販売収益に与える影響の評価。

 アメリカの一部地域で試験的に、検索広告を停止。⇒停止地域と
通常運営地域の、停止前後の収益を比較。

通常運営地域＝停止地域の反事実。

結論：広告は、効果がない。…ライトユーザーは広告に反応する
が、ヘビーユーザーは反応しない。
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○人造コントロール法

人造コントロール法（synthesis control method）。
 Abadie, Diamond, and Hainmueller（2010）：機械学習に基づく、新
しい分析手法を開発。

処置（政策・イベント）が起こった地域の反事実を、処置のない地
域から推定。
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 1988年にカリフォルニアで施行された「Proposition 99」、大規模なタ
バコ規制。

 「Proposition 99」が、カリフォルニアのタバコ売上げに与えた影響
を評価したい。

図３：カリフォルニアとアメリカ全土のタバコ売上げ推移。

規制の前と後の比較は無意味。⇒規制がなくとも、タバコの売上
げは減少していた可能性。
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図３：カリフォルニアのタバコ売上げ推移
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図４：ADHの分析結果

 カリフォルニア以外の州のタバコ売上げデータから、「仮に規制
がなかった場合のカリフォルニア」（synthetic California）を生成。

 「Proposition 99」法案通過前：現実のカリフォルニアとsynthetic 
Californiaは同じレベルで変動。

法案通過後：現実のカリフォルニアとsynthetic Californiaが乖離。

結論：「Proposition 99」は、カリフォルニアのタバコ売上げを低下
させた。
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図４：現実vs.人造カリフォルニア
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４．結語

54



○今後の展望

経済学のビッグデータ研究

当面の目的＝機械学習による予測を超えた、因果関係の推論。

因果関係の推論は、経済学が得意とする問題。⇒需要曲線と供
給曲線、大規模マクロ連立方程式モデルの識別、etc。
経済理論と、現実の政策・ビジネスに関する見識の重要性。
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 ビッグデータで人間への理解が深まる

機械学習・人工知能による判断と人間（プロフェッショナル）の判
断を比較。⇒人間特有の偏り・偏見・非合理性が明らかに。

 Kleinberg, et al.（2018）。
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